公募
平成29年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金
災害対策技術等調査研究事業
「海外基地における油濁防除資機材廃棄処分の手続き・法令等に関する調査」
の委託先の公募について
石    油    連    盟
基盤整備・油濁対策部
石油連盟が、平成29年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金の災害対策技術等調査研究事業の一環として実施する「海外基地における油濁防除資機材廃棄処分の手続き・法令等に関する調査」について、調査を受託される方を公募により選定します。
ついては、調査受託を希望する場合には以下をご覧いただき、事業の目的・内容をご理解のうえ、調査実施に関する企画提案書をご提出願います。
1． 調査の目的と背景
石油連盟では油濁防除用の資機材を備蓄し、災害関係者に貸し出すための基地を国内外に設置・整備しており、海外については、1号（シンガポール・パンダン）、2号（サウジアラビア・カフジ）、3号（マレーシア・ポートクラン）、4号（UAE・シャルジャ首長国）、5号（インドネシア・ジャカルタ）の計5基地が設置されている。
毎年度、資機材ごとの性能低下や劣化度合い等を勘案のうえで代替更新を進めており、性能の低下が特に顕著なものや、譲渡希望者が現れないものについては、関係法令に則り、産業廃棄物としての処理（以下、「廃棄処分」）を進めることとしている。しかしながら、これまで廃棄処分が行われたのは国内備蓄分のみで、海外備蓄分の廃棄処分を実施した実績は無い。
上記の事情を鑑み、海外基地において今後発生し得る備蓄資機材の廃棄処分に向け、現地における法令、制約等について、現状及び将来動向を含めて事前に各国ごとに整理し、実際の処分が適正かつスムーズに実施されるよう、設置国ごとに手続き・法令等を取りまとめる必要がある。また、実際の処分事例におけるそれらの具体的な運用方法、廃棄を委託するに値する適切な現地業者の洗い出しも視野に入れた調査を進める。
2． 調査の内容及び方法
（1） 各国における廃棄処分に関する基礎調査
条約、法令等につき、文献及びヒアリング等の手法による基礎情報の収集。

（2） 現地調査
各国における実際の運用、手続き、留意点、現地の業者等に関する調査。
（3） 運用資料の作成

調査により得られた情報をとりまとめ、各基地に保管する資機材の種類ごとに、実際の処分手続き及び留意点等をまとめた一覧表等の簡明な資料を作成する。
（4） 報告書の作成（書式：自由、サイズ：A4）

· 調査の内容及び方法については上記に限らず、応募者の創意工夫等によって、より効果的に調査目的の達成が可能と判断できる提案も歓迎する。なお、当方の要求する調査内容の一部のみを実施できる場合の応募も可とするが、その旨を後述の申請資料に必ず明記すること。
· 単年度での調査遂行が難しい場合、複数か年度での実施計画提案も可とするが、その場合、「7．本調査に関する注意事項」に記載の事項に留意のうえ、応募を検討すること。
＜複数か年度での調査計画の例＞
1 29年度は基礎調査を実施。30年度以降、29年度調査を元に現地調査を実施
2 29年度は一部の基地について実施。30年度以降は別の地域を実施。

3． 公募の期間
平成29年5月12日（金) ～ 平成29年5月26日（金)
4． 公募の申請書等
別紙の記入要領（巻末参照）を参照し、次に掲げる所定の申請資料を各一部提出すること（複写等不要）。
（1） 公募申請書
（2） 公募提案書
（3） 申請者に関する概要表
（4） 関連するテーマの調査を行っている場合、その調査報告書
（5） 申請者の年次報告書もしくはそれに準ずるもの
5． 申請書等の提出
(1) 提出期限：平成29年5月26日(金) 中
(2) 提出方法：

原則としてメール添付の電子媒体（押印済PDF）による提出とし、原本は後日郵送で受付ける。

(3) 提出先：
【メール】pajosr@sekiren.gr.jp　（代表アドレス）

【郵送先】（後述）
6． 委託先の選定、予定等
(1) 委託先選定審査
応募締め切り後に審査を行い、申請者には結果を通知する。
＜委託先選定基準＞
提案内容（調査内容、調査方法等）、予算（内容に対する予算の妥当性・効率性）、事業遂行能力（過去実績、実施体制、本業務に必要とされる基礎知識等）、経理管理能力等を総合的に審査し選定する。
(2) 委託契約期間

契約締結日～平成30年2月14日　（調査実施期間の目安：7～8か月間）

(3) 中間報告
委託契約期間において、事務局に対して複数回の中間報告を行うこと。その他、事務局の求めに応じて随時進捗状況の報告を行うこと。
(4) 成果報告
2月～3月中旬の内、事務局の指定する日程で、成果報告会を開催する。成果報告会にて使用する資料は、委託契約期間内に作成し、2月14日までに事務局に提出すること。報告会での発表に関する詳細は、別途協議する。
(5) 調査報告書及び支出実績報告書の提出
調査内容の報告書は、2月14日までに、Word及びPDF（文字化け等を防止するための加工を施したもの）にて電子媒体で提出し、契約期間終了後であっても必要に応じて修正対応を求める。完成品を1部、印刷およびファイリングし、事務局に提出すること。支出実績報告書についても、2月14日までに提出し、事務局による費用認定検査の後、委託料の確定額を請求すること。
7． 本調査に関する注意事項
（1） 本調査の予算額は　1，000万円（税込）を上限とする。
（2） 調査期間の途中での支払は行わない。
（3） 再委託（外注を含む）を行う場合は、総事業費の50％以内とする。
（4） 指定の期日までに遅延なく報告書等の関係書類を提出すること。
（5） 公募申請書等の作成等、契約期間外における作業費は経費に含まれない。
（6） 全ての支出には領収書等の厳格な証明書類が必要になるため、厳格な経理処理が必要であることを前提として本調査の受託可否を検討されたい。
（7） 委託先選定の審査についての問い合わせには応じない。
（8） 提出された公募申請書等については返却しない。
（9） 申請後から受託者決定の間および契約締結後において、申請者の体制変更等による調査従事者の変更が生じる場合は、労務費の上限額内での調整を可能とする。その場合は、速やかに報告し、連盟の事前了承を得ること。

（10） 単年度での調査遂行が難しい場合、複数か年度での実施計画提案も可とするが、本件委託事業が政府の補助金を受けて行われることに鑑み、単年度ごとに契約更改を行うこととする。契約更改に当たっては、単年度ごとに受託業者から提出される調査成果の報告等を精査し、当連盟で更改の適否を判断するため、次年度の契約更改は確約できない点を理解したうえで、今年度の応募を検討すること。また、前述の精査の結果、翌年度に別の業者へ委託することとなった場合、今年度の報告内容を元に継続調査を実施することを妨げないこと。

8． お問合せ先
石油連盟 基盤整備・油濁対策部 油濁対策室　（担当窓口：田代、福原）
〒100－0004　東京都千代田区大手町1丁目3番2号
TEL　03－5218－2306　FAX　03－5218－2320
別紙
申請書・提案書・申請受理票の記入要領
（平成29年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金
災害対策技術等調査研究事業）
１．申請書（様式1）
(1)受付番号
石油連盟が申請者の管理を行うための番号になりますので、記入しないでください。
(2)申請者
申請者となる企業・団体等について記入してください。申請者は、採択の後に、石油連盟と委託契約を締結します。本委託契約後の経理実務については、申請者が責任を持って管理することとなります。
①企業・団体名：申請者となる企業・団体等の名称を記入してください。
②代表者役職・氏名：申請者となる企業・団体等の代表者の役職、氏名を記入してください右の印または署名欄には代表者印を押印または署名をしてください。
③所在地：申請者の所在地を記入してください。
(3)連絡担当窓口
本事業への申請にあたり、石油連盟との連絡担当窓口となる方について記入してください。
①企業・団体名：所属する企業・団体等の名称を記入してください。
②氏名：氏名をご記入ください。漢字氏名のあとに（ ）書きでふりがなを記入してください。
③所属（部署名）：所属する部署名を記入してください。
④役職：役職を記入してください。
⑤所在地：郵便番号、所在地を記入してください。
⑥電話番号：電話番号を記入してください。代表・直通を明記してください。
⑦FAX番号：FAX番号を記入してください。
⑧E－mail：E－mailアドレスを記入してください。
２．提案書（様式2）
下記の事項について、様式2により、A4サイズ用紙、縦置き・横書きで記入してください。必要に応じて記入した事項の詳細を説明する資料を添付してください。
(1)実施計画及び実施スケジュール
本調査事業の概要、目標設定、目標達成までのプロセス等を具体的かつ詳細に記入ください。
(2)実施体制
本調査事業の実施体制について、リーダー並びに研究員の所属及び氏名、リーダーの略歴、実施体制図、役割分担等を記入してください。また、再委託事業者及びその先に予定されている請負先事業者全てを網羅してください。なお、本調査内容に関する基礎知識あるいは専門知識を有する者の有無について、明記してください。
(3)予算額
本事業の実施にかかる予算額を千円単位で記入してください。対象となる経費については、別紙「経費の算定に係る判断規準」のとおりとします。なお、実際の経理処理にあたっては、経済産業省の公開する「補助事業事務処理マニュアル」のうち、「委託費に関する経理処理」を確認の上で実施してください。
予算執行上、あらゆる支出には領収書等の証憑が必要となります。また、委託費の支払に際しては、支出額、支出先、支出内容が適切か否かも厳格に審査され、これを満たさない場合は、当該委託費の支払が行えないことになります。厳格な経費処理が必要であることを前提として、当該委託事業の受託可否も含めて、予算額の策定を行ってください。
３．提案企業・団体に関する概要（様式3）
様式3に基づき、企業・団体名、（団体の場合は）参加企業名、代表者名、所在地、資本金、従業員数、主要業務の実績、直近過去3年分の財務諸表について記述して下さい。
（様式1）
	受付番号
	


石油連盟　御中
平成29年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金
災害対策技術等調査研究事業

「海外基地における油濁防除資機材廃棄処分の手続き・法令等に関する調査」

公　募　申　請　書
	申請者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	
	印または署名

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	企業・団体名
	

	
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	所在地
	〒


	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	FAX番号
	

	
	E－mail
	


（様式2）
	受付番号
	


平成29年度大規模石油災害対応体制整備事業費補助金・災害対策技術等調査研究事業

「海外基地における油濁防除資機材廃棄処分の手続き・法令等に関する調査」

公　募　提　案　書
	1．実施計画及び実施スケジュール

	

	2．実施体制

	

	3．予算額（千円）

	(1)労務費　　　　　　　　　　　千円


	(2)事業経費　　　　　　　　　　　　　千円
①調査費　　　　　　　　　　　　　千円
②外注費　　　　　　　　　　　　　千円
③諸経費　　　　　　　　　　　　　千円

	(3)一般管理費

	小計

	消費税及び地方消費税

	総額　　　　　　　　　　　　　　　　千円　


· 「3．予算額」については、可能な限り積算を明記してください。
また、人件費については、積算の根拠となる単価、労働時間を必ず明記して下さい。
（様式3）
	受付番号
	


申請者（提案企業・団体）に関する概要表
商号又は名称
代表者職・氏名
印
	所　在　地
	〒


	ホームページURL
	http://

	設 立 年 月 日
	
	資　本　金
	百万円

	従　業　員　数
	人
	
	

	主要業務の実績
	

	（団体の場合）
主要加盟企業
	

	海外事務所等の
ネットワーク
	


財　務　諸　表
	今期の見込み及び過去2年間の業績

	項　　　目
	今期（見込み）
    ／   ～　／   
	平成　　年度（確定）
    ／   ～　／   
	平成　　年度（確定）
    ／   ～　／   

	売　上　高
	千円
	千円
	千円

	当期純損益または年度損益
	千円
	千円
	千円

	前年度繰越損益
	千円
	千円
	千円

	年度末処分利益
	千円
	千円
	千円

	年度末借入金残高
	千円
	千円
	千円


	過去における関係分野の調査等業務に関わる契約実績

	発　注　者
	区分(*)
	契約期間
	業務名等
	契約金額等(税抜)

	
	
	自
至
	
	千円

	
	
	自
至
	
	千円

	
	
	自
至
	
	千円

	
	
	自
至
	
	千円

	
	
	自
至
	
	千円

	
	
	自
至
	
	千円

	
	
	自
至
	
	千円

	
	
	自
至
	
	千円

	
	
	自
至
	
	千円


(*) 調査・開発・実証実験等の区分を記入ください。
以　上
＜別紙＞　経費の算定に係る判断規準
1．労務費

(1)　労務費の積算は、前年度実績等を勘案して適切な単価を設定して行うものとする。確定は、当該年度における実績により行うものとし、その方法は以下の通りとする。

1 労務費は、委託業務に直接従事する者に対し、当該年度に受託者より支払われた給与等（本給、賞与、受託者が定める給与規程等に基づく手当のうち超過勤務手当を除く手当等、法定福利費）の実績を、年間所定労働時間で除した労務費単価に、当該委託業務に直接従事した時間を乗じて算出した実績とする。したがって、稼働率、部門共通経費、技術料等の名称による労務費への上乗せは認めない。

2 業務従事者が社員である場合にはその略歴、契約杜員である場合には契約書を添付するものとし、契約杜員についての労務費は、契約書上の金額を上限とする。なお、契約にあたっては、本人への支払実績を上回る単価を設定してはならない。また、支払実績は、必要に応じて給与台帳等によって確認するものとする。

3 超過勤務手当については、給与規程等に基づく超過勤務手当の支給対象者がやむを得ず時間外に受託業務を実施した場合に限り、時間外労働時間に給与規程で定める時間外単価を乗じて額を決定する。

4 退職給付引当金については、算入しないものとする。

5 年間所定労働時間は、就業規則に定められた就業日数から就業規則に定められた所定の有給休暇を控除して決定する。ただし、有給休暇日数は20日を上限とする。

(2)　労務費に計上できるのは、受託テーマについて、受託者に勤務する社員が中心となって、補完的に受託者と役務提供契約を締結した者またはコンサルタント契約等を締結した者と共同で当該業務を実施する場合の人件費とする。従って、役務提供契約を締結した者またはコンサルタント契約等を締結した者に対し、受託テーマのうち一部のテーマについての成果を委ねる場合には、外注費または再委託費に該当する。なお、アルバイト料・派遣社員の費用等は、臨時傭役費として計上する。

2．調査費

(1) 調査費の実績は、証憑書類等に基づき確定する。なお、証憑書類等の金額が連盟基準を超えている場合には、証憑書類等に委託費等の対象額と受託者負担分とを明示すること。調査費の積算にあたっては、以下の点に留意する。

①　調査旅費

海外及び国内での調査、情報収集等のための旅費、交通費等。積算にあたっては、連盟の基準を限度に、受託者の定める旅費規程を適用する。なお、下記については、連盟の規程を準用し以下の取扱いとする。

（ア）原則として、航空運賃のファーストクラス、鉄道のグリーン車利用は不可。航空運賃は、原則としてエコノミークラスとするが、特段の事由により連盟の事前の承認がある場合はビジネスクラスの利用も可）。

（イ）国内航空機の利用は、本州内は航空機利用が最も経済的な場合に可とする（特段の事由により、連盟の事前の承認がある場合は可）。なお、精算にあたっては領収書等、適用運賃の明示された証憑を添付のこと。

（ウ）交通費は、原則として公共交通機関のみ利用可とする（タクシーの利用は、海外出張（又は他に交通機関がない場合）等で特段の事由による場合は可。ただし領収書を添付のこと）。

（工）算出に当っては、海外、国内別に記入する。

（オ）算出に当っては、運賃（航空運賃、鉄道運賃、空港使用料等）、日当・宿泊料、現地交通費別に人・回数を乗じる。

（カ）出張時の移動に際しての時間を労務費に算入することができる。なお、その場合は、移動中に行った業務内容を、日誌に明示すること。

②　通訳費

海外または国内での通訳傭役費。原則として英～和以外の通訳のみを対象とするが、特段の事由により、連盟の事前の承認がある場合は可とする。

（ア）予算の算出にあたっては、単価×時間で算出する。

③　委員謝金

委託先には原則として委員会を設置しないこととしているが、例外的に設置される場合の委員会の委員長、委員への謝金。謝金金額は、連盟の基準を限度とし、受託者の基準に基づき算出する。なお、下記について留意すること。

（ア）　国家・地方公務員は支給対象としない。但し、特殊法人、国立大学の教授等への支給の有無は、委員派遣元の取扱いに準ずる。

（イ）単価（源泉税込み）×人数×回数で算出する。

（ウ）委員謝金は消費税非課税費目であるので、積算に際して消費税を控除しないこと。

④　通信費

本委託業務を遂行するために直接必要となる国際電話・FAX等の費用。但し、通信相手先が明確でない場合の計上は不可とする。

⑤　ヒアリング謝金

情報収集等のための専門家ヒアリングに対する謝金。

（ア）ヒアリング単価は、連盟の基準を限度に、受託者の基準を適用する。

（イ）単価（源泉税込み）×人数X回数で算出する。

⑥　会議費

会議、委員会におけるお茶代及び会場賃料。

（ア）会食は原則として不可とする。

（イ）会場賃料は、連盟基準以下とする。

（ウ）賃料・お茶代単価×回数で算出する。

⑦　分析・試験費

本委託業務を遂行する上で直接必要な分析、試験機器、薬品類、材料等の購入費等。

（ア）原則として、50万円以上の機器の購入は、予定価格を定め、一般競争に付すことを原則とし、一般競争によることが不利もしくは不適当な場合には指名競争もしくは随意契約によることとする。特命発注の場合は理由書を添付する。

（イ）10万円以上の機器等の購入に際しては、事前に連盟の承諾を得ること。

（ウ）購入予定機器名、薬品類、材料名等を必ず記載する。

（エ）購入予定機器、薬品等単価・数量（機器名、薬品ごとに算出）で算出する。

⑧　電算機使用料

本委託業務を遂行するにあたり、特別に必要となる電子計算機及びソフトウェアの使用料。

⑨　その他

委託調査内容によって、上記項目以外にも直接委託事業に係る費用を計上できる。例えば、調査実施場所における車両・事務所・土地等の賃借料及び整備費・水道光熱費、調査・分析機器に係わる輸送費・保険料・関税等の租税公課、その他連盟が認めた費用。

（ア）計上に当っては、委託事業の内容及び必要性を十分に検討する。

（イ）計上項目の内容を考慮の上、単価の考え方を明確にした上で積算する。

3．外注費

（1）外注に際しては，委託費全体に対する比率が過大にならないよう留意する。

（2）外注先の選定及び金額は、予定価格を定め、一般競争に付すことを原則とし、一般競争によることが不利もしくは不適当な場合には指名競争もしくは随意契約により行い、その選定理由を明記すること。

4．諸経費

（1）諸経費の実績は、証憑書類等に基づき確定する。なお、証憑書類の金額が連盟基準を超えている場合には、証憑書類に委託費等の対象額と受託者負担分とを明示すること。諸経費の積算にあたっては、以下の点に留意する。

①　文献・資料購入費

本委託業務遂行のために直接必要となる専門図書及び資料。但し、辞書、便覧、一般定期刊行物のような汎用性のあるものは不可とする。

（ア）具体的な購入予定図書及び資料に基づき積算する。

（1） 予算の算出にあたっては、単価X冊数で算出する。
②　資料作成費

委託業務に直接必要となる原稿料、翻訳料、資料複写代等。

（ア）原稿料、翻訳料単価は、連盟の基準を限度に、受託者基準による。

（1） 原稿料及び翻訳料。予算の算出にあたっては、単価×枚数（A4、400字詰原稿用紙を基準）にて算出。

③　報告書作成費

成果報告書の印刷は、連盟にて行うため、図表作成、編集、校正等に係る費用。

（1） 内容、規格枚数等を考慮し、過去の同様な事例を参考に適切な金額を算定する。

④　備品消耗品費

委託業務遂行のために直接必要となる備品、消耗品等の購入費用。

（1） 1件あたり10万円未満の備品及び消耗品（耐用年数1年未満）等であり、通常使用する事務用品は除く。

（2） 予算の算出にあたっては、単価×個数（備品、消耗品として積算）にて算出する。

⑤　情報検索費

委託業務遂行のために直接必要となる情報収集のための検索費用。

（ア）受託者の基準に基づき積算する。

（イ）インターネツトによる検索に際しての、検索に要した電話代、プロバイダーとの契約費用は計上不可。

（ウ）予算の算出にあたっては、単価×回数にて算出する。

⑥　臨時傭役費

委託業務遂行のために直接雇用するアルバイト、派遣社員等の雇用費。

（ア）受託者の基準に基づき積算する。

（イ）連盟の基準を参照の上、業務内容、専門性等を考慮し、適切な単価を設定する。

（ウ）単価×時間数（クラスごと積算）にて算出する。

5．一般管理費

「一般管理費」は、受託者の一般管理費率の実績もしくは10％のいずれか低い方とするが、受託者の実績の算出に当っては、以下の点に留意する。

（1）財務諸表中、「一般管理費」が明示されている場合、もしくは「販売費及び一般管理費」の項目において、一般管理費の割合が明記されている場合は、下記の通り記載された値をもとに計算した率を採用するものとする。なおこの場合、損益計算書等を添付すること。

一般管理費率計算表

	科目
	第○○期

自平成○年○月○日　至平成○年○月○日

	
	金　額
	百分比（％）

	I　売上高
	1，000，000
	100．0

	Ⅱ　売上原価
	700，000
	70．0

	売上総利益
	300，000
	30．0

	Ⅲ　販売費及び一般管理費※1
	170，000
	17．0

	営業利益
	130，000
	13．0

	Ⅳ　営業外利益
	10，000
	1．0

	Ⅴ　営業外費用
	20，000
	2．0

	経常利益
	120，000
	12．0


損益計算書に関する注記の例

※1販売費に属する費用の割合はおよそ7割であり、一般管理費に属する費用の割合はおよそ3割である。

　　　　　　　　　　一般管理費　　　　　　170,000×0.3
一般管理費率＝　　　　　　　　×100＝　　　　　　　　　　　　　×100＝7.2％

売上原価　　　　　　　　700,000
（2）財務諸表中、「販売費及び一般管理費」の項目において、一般管理費もしくはその比率が記載されていない場合は、販売費に係る項目を除外して計算した率を採用するものとする。この場合、販売費に係る項目として除外すべき経費は、受託者の経理責任者が判断し、これにより計算した率を同経理責任者等の証明とともに採用するものとする。なお、必要に応じて、計算根拠となる書類の提出を求めることがある。

一般管理費率計算表

	科目
	第○○期

自平成○年○月○日　至平成○年○月○日

	
	金　額
	百分比（％）

	I　売上高
	1，000，000
	100．0

	Ⅱ　売上原価
	700，000
	70．0

	売上総利益
	300，000
	30．0

	Ⅲ　販売費及び一般管理費※1
	170，000
	17．0

	営業利益
	130，000
	13．0

	Ⅳ　営業外利益
	10，000
	1．0

	Ⅴ　営業外費用
	20，000
	2．0

	経常利益
	120，000
	12．0


「販売費及び一般管理費」除外経費について

	交際費
	8,000

	広告宣伝費
	79,000

	販売運送費
	13,000

	販売手数料
	12,000

	合　計
	112,000


　　　　　　　170,000－112,000
一般管理費率＝　　　　　　　　　　　　　　　×100＝8．2％

700，000
以上について証明する。

○○株式会社

経理課長　○○○○　印

（3）「販売費に係わる項目」とは、一般的に財務諸表においては、販売運送費、販売諸掛、販売促進費、広告宣伝費、交際費、試験研究費、試作品費等を指す。

「一般管理費」とは、一般的には、管理部門に係る以下の費目を指す。

事務所賃借料、事務所管理費、水道光熱費、什器・備品費、修繕費、旅費・交通費（タクシー・ハイヤーを除く）、印刷費、事務用消耗品費、租税公課、通信費、保険料、新聞図書費、手数料、管理部門の人件費等。

以　　上
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